
- 1 - 

平成３０年度 決 算 説 明 

平成３０年度、直方市一般会計、国民健康保険特別会計、同和

地区住宅資金貸付事業特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者

医療特別会計、上頓野産業団地造成事業特別会計、公共下水道事

業特別会計、農業集落排水事業特別会計及び水道事業会計の決算

認定の御審議を煩わすにあたり、決算の概要につきましてご説明

いたします。 

平成３０年度の一般会計における決算は、 

歳入総額 ２６０億４,２０６万２,２９６円、 

歳出総額 ２５５億９,１９４万４,３７９円で、 

差し引き、４億５,０１１万７,９１７円の黒字となりました。 

翌年度へ繰り越すべき財源４億３,５３２万５千円を除く実質

収支では、１,４７９万２,９１７円の黒字となり、実質収支から

前年度繰越金と財政調整基金取崩しを除き、積立金を加えた実質

単年度収支では、７５８万７,３０４円の黒字となりました。 

平成３０年度におきましては、財政調整基金の取り崩しは行っ

ておらず、財源調整を必要としない黒字決算となりました。 

歳入歳出を前年度と比較しますと、歳入においては、 

１５億８,６９４万２,７１０円で６.５％の増、歳出においては、

１２億６,６６９万９,９１０円で５.２％の増となっております。 

財政の健全化を判断する４指標については、それぞれの健全化

判断比率が早期健全化基準又は財政再生基準以上になれば健全化

計画又は財政再生計画を策定しなければなりませんが、 

報告第１４号のとおり、いずれも基準は満たしており、財政の健
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全性は保たれております。 

 

なお、実質公債費比率につきましては、元利償還金の減少など

により前年度数値より１.３ポイントの改善、将来負担比率につ

きましては基金残高の増などにより３.１ポイントの改善がそれ

ぞれなされております。 

  

 地方創生が目指すべき「自立した地方自治体」の実現を目指し

て、直方市総合計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略に示す施

策を実現するためには、その基盤となる健全な財政運営を行うこ

とが必須の条件であります。 

今後も市税を根幹とした収入の確保や国・県補助事業の活用に

努めるとともに、行財政改革に職員一丸となって、引き続き取り

組んでまいります。 

 

それでは、一般会計の決算概要、および各特別会計ついて、そ

の決算状況をご説明いたします。 

 

まず、一般会計でございますが、各款に跨っております給与費

について一括でご説明しましたのちに、歳出から款を追って目的

別にご説明するものとします。 

一般会計の給与総額は３１億８,０５９万５千円でありますが、

前年度と比較して退職者数の変動による退職金の減等により職員

手当等で減少し、前年度に比べて３,２０３万２千円、１.０％の

減となっております。 
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なお、西日本豪雨災害被災地となりました愛媛県宇和島市外に

職員４名を１２日間、派遣しました。 

 

次に、各款について主だった事業成果をご説明いたします。 

 

１款 議会費では、平成２９年３月議会より導入した本会議ラ

イブ中継・録画映像配信業務に係る経費で９９万８千円を支出し

ております。 

 

２款 総務費では、文書管理システム導入のため、 

１,０９９万４千円を支出しております。 

国・地方自治体の公文書管理のあり方が問われている中、公文

書の収受から廃棄に至る過程を電算システムで一括管理すること

により、市民への説明責任の一層の充実を図ることを目的として

導入したものでございます。 

また、市庁舎長寿命化対策につきましては、引き続き緊急性の

高いものから改修に取り組んでおります。 

本年度は、市庁舎７階電算室の無停電電源装置の改修工事を 

１,１８８万円で、庁舎南面外壁のひび割れ・落下防止対策を 

１,７８７万６千円で、それぞれ実施しております。 

また老朽化が進む本庁舎の今後の整備の必要性を見込み、平成

２９年度より庁舎整備基金を設置しておりますが、平成３０年度

も元金として３,０００万円を積み立てたところです。 

次に企画費では、ふるさと納税業務運用代行業務委託料として 

６億９,４５１万５千円を支出しております。 
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平成３０年度におきましては、２１,４７７件、 

１５億３,８３８万３千円のご寄附をいただきました。 

併せまして、皆様から頂きましたふるさと納税を、寄付者の要

望どおり活用すべく、ふるさと応援基金に 

５億５,２３２万７千円を積み立てております。 

 

また、複合施設整備基本構想策定委託料としまして、 

１,１２５万４千円を支出しております。 

保健福祉センターのあり方について、庁内各課や関係団体の意

見等を踏まえまして、複合施設の基本構想案策定を行ったところ

です。 

 

防災事業では、情報通信の大容量化等に対応するために福岡県

が平成２９年度より３年間で再整備する福岡県防災・行政情報通

信ネットワーク再整備事業負担金として、平成３０年度分で 

４７９万１千円を支出しました。 

 

３款 民生費では、社会福祉総務費関係において、社会福祉協

議会及び総合福祉センターの運営経費等として 

６,８８５万７千円を、公費医療費関係では、子ども医療費で小

学６年生までの対象者、５,７２０人に対して、 

１億９,０３２万７千円を、重度障がい者医療費で対象者 

１,２９５人に対して、２億８４６万円を、ひとり親家庭等医療

費では、１,８５３人に対して、５,９７７万１千円を支給しまし

た。 
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また、繰出金において、国民健康保険特別会計に  

６億８１０万１千円を、介護保険特別会計に９億６８１万１千円

を、後期高齢者医療特別会計に２億５,８９４万９千円を繰り出

すとともに、後期高齢者医療給付費の法定負担金として 

７億８,０４５万３千円を支出しております。 

 

次に、高齢者福祉費関係において、養護老人ホームの４施設に

延べ４９９人を措置し、８,９９０万１千円を支出しております。 

障がい者自立支援福祉費関係においては、心臓や腎臓機能障が

いなどの更生医療の給付として２８８人に対し 

２億１,５４０万５千円を、居宅介護や生活介護などの自立支援

サービスの支給として１３億９,１０５万２千円を、障がい児給

付費として障がい児通所給付や障がい児相談支援に 

３億４,０３３万９千円を支出しております。 

 

児童福祉費関係では、保育事業におきまして、１,４８４人の

保育に対して１６億５,８５３万８千円を、児童手当給付として

対象児童数７,１６６人を対象に９億５,９４０万５千円を支出す

るとともに、市内１１カ所、１９学童クラブの学童保育事業費と

して１億６,５３８万２千円を支出しております。 

また、児童数の増加や待機児童解消のため、直方北学童クラブ

を３,０６９万円で整備しております。 

木造平屋建、１２１.７３㎡の施設となります。 

次に、子ども子育て支援法に基づきまして、子ども子育て支援

事業計画を更新するため、事前のニーズ調査を１６９万６千円に
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て実施しました。 

令和元年度以降、この調査結果を反映しまして、順次計画を策

定して参ります。 

また、病児・病後児保育事業費は、現在２市２町で実施してお

りますが、その負担金として１００万９千円を、本市単独で実施

しております、直方市病児保育の事業補助金として、 

６７８万１千円を、それぞれ支出しております。 

 

保健事業費関係においては、健康増進事業では各種がん検診等

で受診者数１０,０２８人に対して２,４０５万６千円を、 

予防接種事業においては高齢者や乳幼児定期予防接種を実施し、

延べ接種者数２１,５１９人で、１億３,４０６万円を支出してお

ります。 

 

次に、生活保護費関係においては、２９億７,０１５万８千円

の支出となっております。 

前年度に比べて６,１６２万１千円の減であり、平成３０年３

月末の保護率は３１.６パーミルで、前年度に比べて０.２ポイン

トの減となりました。 

次に、人権同和教育・啓発関係においては、人権同和講演会や、

企業同和問題研修会を開催し、人権同和教育施策の推進に努めま

した。 

 

４款 衛生費では、保健衛生費におきまして、平成１１年度に

開設した火葬場の老朽化が目立っており、平成３０年度は１号及
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び４号火葬炉の改修を中心に補修を行っております。 

２,６３０万５千円で煙道・誘引排風機等の更新などを実施い

たしました。 

 

廃棄物処理等関係において、ごみの減量化と資源リサイクル推

進のために１３品目１９分別の資源回収を実施し、６９９トンを

収集しております。 

資源の拠点回収場所としまして、環境業務課を週５日開放する

一方、資源リサイクル拡大のために地域の集団回収に対する支援

を進めております。 

リサイクル登録団体は、平成２９年度と同様の１８３団体とな

り、これら団体の活動に対するリサイクル奨励金として、 

２９９万２千円を交付しております。 

し尿処理場建設事業におきましては、平成２７年度より事業に

着手しており、平成３０年度は全体計画６年間の４年目となりま

す。 

平成３０年度は本工事に着工しまして、プラント設備の出来高

分として、５,６１６万円を支出しております。 

また、既存の施設の整備においては、清掃工場及びし尿処理場

の施設改修工事を２,２０８万１千円で実施しております。 

 

６款 農林水産業費では、農業生産の中核となる担い手や生産

組織等の育成を支援するとともに、米の需給調整や食料自給率の

向上のため、経営所得安定対策の円滑な推進を行っております。 

活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金では、県の補助事
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業を活用して園芸振興を図るため、省力栽培温室、流通・加工施

設等の導入を行い産地の強化拡大、収量及び品質の向上を推進す

る事業費として認定農業者４名に対して、４,０７４万２千円を

支出しました。 

また、水源涵養森林として直方市土地開発公社より 

９,８４２.８㎡を２,５４０万円で購入し、森林の土壌による降

水の貯留機能により、河川に流入する水量の安定化を図ったとこ

ろです。 

 

農業施設の改良や維持補修のための整備事業等につきましては、

農業生産の維持及び農業経営の安定化を期するため農業施設の通

常整備工事及び維持補修を６,９０５万３千円で施工するととも

に、農村環境整備事業として、平成２８年度からの継続事業であ

る上境地区送水管改修工事を１,２９２万５千円で、ため池改修

工事を６９６万３千円で施工しました。 

農業集落排水事業特別会計には、財政支援として、 

８,２３７万４千円を繰り出しております。 

 

７款 商工費では、平成２８年度からの継続事業として直方市

産業振興アクションプランに基づく市内産業の情報発信及び相談

窓口の設置による情報の拠点化稼ぐ産業づくり事業委託料に 

２,６８９万円を、事業所開設支援補助金として２件で 

８４万２千円を、及び企業立地促進奨励金では６企業に対して 

４,２３４万９千円を支出しました。 

 また、企業誘致適地調査業務委託料として６６９万６千円を支
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出し、植木メカトロビジネスタウンの基本計画策定を行ったとこ

ろです。 

公共交通費では、公共交通機関を維持するため、主なものとし

て、路線バス維持負担金として１,５７７万円を、コミュニティ

交通事業費補助金として９１２万９千円を、コミュニティバス運

行業務委託料として１,１３１万円を、平成筑豊鉄道経営安定化

負担金として２,４３６万円を、それぞれ支出しております。 

また、商業観光費においては、観光振興を図るための観光物産

振興協会補助金として６８０万円を、チューリップフェアの事業

支援のため、補助金として３００万円を、直方市プレミアム商品

券事業補助金として６９８万円を、それぞれ支出しました。 

また、竜王峡の園路設計と設置業務を１,４９０万４千円で実

施しました。 

上頓野産業団地造成事業特別会計には、市債の償還金に対する

財政支援として、１,７７７万６千円を繰り出しております 

 

８款 土木費では、国土調査事業において、国土調査法に基づ

く地籍調査を植木地区で継続して実施し、土地の測量、面積の測

定及び地籍図作成等の地籍調査業務委託料として２,５１６万４

千円を支出しております。  

交通安全に関する事業においては、交通安全施設整備事業及び

交通安全対策事業として１,９９４万９千円を、 

道路橋りょうに関しては、道路の維持補修、新設改良事業等に

ついて、総額２億６,５５０万９千円を支出しております。 

河川関係においては、中泉二区地区の急傾斜地測量・設計業務
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を１,２２７万７千円で実施しました。 

都市計画関係においては、県営街路事業に伴う地元負担金とし

て、境口頓野線及び植木駅前線、境口鴨生田線に 

４,１７６万６千円を支出しております。 

 

街路事業では、小野牟田野添線に関しまして、用地取得費、建

物等の補償費などで、３億６，６１４万１千円 を支出しており

ます。 

公園整備事業関係においては、直方中央公園整備事業において、

平成３０年度は敷地造成や舗装、遊具等の施設整備および教育研

究所解体工事を２億０，９１９万５千円にて、また直方駅前イベ

ント広場整備事業において、設計業務を２１６万２千円にて、そ

れぞれ実施しております。 

公園管理事業においては、パークゴルフ場の改修及び市内の公

園遊具の修繕整備として３８５万２千円を支出しております。 

 

 下水路関係においては、下水排水路整備工事や維持補修を 

総額４,４４９万４千円で実施しております。 

 

市営住宅関係においては、全戸数１,５７１戸の維持管理費と

して９,０４２万８千円、長寿命化を図るための防水改修工事費

として７,４１６万４千円を支出しております。 

また、中泉中央市営住宅建築工事２工区におきまして、実施設

計及び地質調査などで、３,１８９万５千円を支出しております。 
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住宅リフォーム補助金については、交付決定件数１７６件、補

助対象工事費１億８,３１１万６千円に対して 

総額１,４８６万５千円を支出しております。 

下水道・生活排水処理関係におきましては、合併処理浄化槽設

置整備事業補助金として、９０件、３,２２５万８千円を支出し

まして、生活排水による公共用水域等の水質汚濁の防止と生活環

境の向上を推進したところです。 

 汚水処理施設につきましては、頓野汚水処理場の整備費として

１８４万７千円を支出し、機械設備等の整備を行いました。 

また、公共下水道事業特別会計には財政支援として、 

８億３,００２万８千円を繰り出しております。 

 

９款 消防費では、市民の生命と財産を守るため、消防職員、

消防団員が一体となり、日夜各種災害等に対応している中で、火

災予防としての各種訓練指導の実施により、地域に密着した消防

行政の推進に努めたところです。 

特に、高齢化のさらなる進展に伴い、救急需要は増加し続ける

ことが予想され、救急車適正利用や予防救急の啓発と併せた救急

需要対策に取り組んでおります。 

 

消防施設費におきましては、化学消防ポンプ自動車を 

６,１３４万４千円で更新しております。 

また、石油貯蔵施設立地対策等交付金を活用し、消防署防火衣

一式を順次整備しており、３０年度は３３着を６４８万６千円で

購入しました。 
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消防団関係では、消防団車両整備事業として計画的に毎年１台

更新しておりますが、平成３０年度は第５分団第２部配置の消防

ポンプ自動車１台を、１,８７９万２千円で購入しました。 

また、直方市消防団第１分団第２部格納庫建替工事を 

１,１６３万４千円で、同じく第５分団第２部格納庫の実施設計

業務を４７７万円で各々行いまして、消防力の充実強化に努めた

ところでございます。 

 

また、災害応急対策関連では、土木施設、農業施設、公園施設、

商工施設、児童福祉施設、その他公用施設の災害応急費として、

７,６６１万６千円を支出しております。 

 

１０款 教育費では、学校教育や社会教育及び幼児教育の充実

と、体育スポーツ及び文化の振興に努めたところであります。 

まず、学校施設整備については、小学校では新入、感田小学校

の校舎外壁改修を５,２６３万６千円で、また中泉小学校の校舎

外壁改修実施設計業務を１０３万７千円で、それぞれ実施しまし

た。 

 また、トイレ改修におきましては、植木、直方東小学校につい

て３,７６８万８千円を支出し、福地小学校については実施設計

業務を１２８万５千円にて、それぞれ実施しております。 

 エアコン設置事業につきましては、市内全小学校の実施設計業

務を１,５８８万７千円で行うとともに、直方南小学校外４小学

校のエアコン設置工事に着手し、平成３０年度は６,３１４万円
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を前払金として支出したところです。 

中学校では、直方第一中学校でトイレ改修工事を 

１,６４６万８千円で、植木中学校では実施設計業務を 

１６０万９千円で、それぞれ実施しております。 

また、市内全中学校においてエアコン設置工事を行い、 

１億４,８８９万７千円を支出しております。 

また、昨今問題となっております危険ブロック塀の撤去工事を

行い、植木小学校で１９万４千円を、また直方第一中学校で 

１４８万５千円を支出しまして、それぞれ撤去しております。 

 

次に、学校教育の充実については、「未来を拓き、心豊かでた

くましく生きる子どもの育成」を教育目標とし、「確かな学力の

定着」「豊かな心と健やかな体の育成」「信頼される学校づく

り」の推進を重点課題に、学校と家庭・地域との連携をはじめ、

保・幼・小・中・高学校間の連携を強化しながら充実した教育の

実践に努めたところであります。 

特に、子どもの学力向上につきましては、小学校における３５

人学級を実施するための教員を配置するとともに、地域の協力に

より全小中学校に地域住民、保護者、学生、退職教員等による学

習支援員を配置し、学力向上のためのきめ細やかな質の高い学習

指導体制づくりを目指したところです。教育研究所費では全小学

校１１校、全中学校４校を指定して帰宅後の家庭学習が困難な児

童生徒や自ら希望する児童生徒を対象に放課後学習事業を実施し、

家庭学習の習慣化及び学力の向上に努めました。 

また、義務教育９年間の連続性を重視し、小学校と中学校にお
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ける系統立てた教育方針のもとに中学校区ごとに分離型の小中一

貫教育を進め、学力向上と不登校児童生徒の減少に努めてまいり

ました。 

平成２８年度より高校生を対象に実施している給付型のハート

フル奨学金では、平成３０年度は１５名に３６０万円を給付しま

した。 

 

社会教育関係においては、「健康で心豊かな明日を担う市民」

の育成を目指して、社会教育行政の推進に努めてまいったのであ

ります。 

施設整備においては、ユメニティのおがた大・小ホール潤滑油

交換を２９１万６千円で、直方歳時館ではエアコンの改修を 

３７５万８千円で、それぞれ施工しました。 

 

また、文化財の保存活用に関しましては、地方創生推進交付金

を活用して２９年度より年次計画で実施する筑豊文庫等の石炭関

連史料のデジタル化業務委託料として７８１万９千円を支出して

おります。 

 

１１款 災害復旧費では、公共土木施設の災害復旧費として 

１,８５８万１千円を、公立学校施設の災害復旧費として 

３０７万５千円を、それぞれ支出しまして、市内河川や道路 

及び直方第二中学校の被災箇所の復旧事業を実施しました。 

 

１２款 公債費では、市債の元利償還金として、 
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１９億６,２０５万９千円を支出しております。 

前年度との比較では、１億３０万円の減となっております。 

市債残高の減少に伴う償還金の減が主な要因であります。 

１３款 諸支出金では、水道事業会計に対する補助金として 

１,０５４万を支出しております。 

以上が、目的別による決算状況であります。 

 

次に、歳出決算額を性質別で見ますと、人件費、扶助費、公債

費を合わせた義務的経費は、総額１４４億６,６０４万１千円と

なっておりまして、前年度との比較では６,９９２万５千円、 

０.５％の減となっております。 

 

公債費におきましては、市債残高の減少に伴う償還金の減によ

り、前年度比４.９％の減、人件費につきましても０.４％の減と

なっておりますが、扶助費については０.５％の増となっており、

臨時福祉給付金の終息や生活保護費の減はあったものの、障がい

福祉サービス給付費の増加が顕著となっております。 

 

義務的経費に物件費、維持補修費、補助費等加えた消費的経費

全体では、１９３億７,６７０万６千円となっており、前年度費

で３.２％の増となっております。 

増加要因としては、ふるさと納税関連として、業務委託費の 

６億８,９４１万１千円の支出が最も大きなものであり、前年度

との比較では、５億８,８３７万５千円、２４.５％の増となって

おります。 
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次に、普通建設事業費及び災害復旧事業費である投資的経費で

は、２１億２,８５８万５千円の支出となり、前年度に比べて 

１億８,８４５万円、９.７％の増となっております。 

小野牟田野添線道路整備事業、小中学校エアコン設置事業、し

尿処理施設整備事業、消防自動車購入費の増、また災害復旧費の

増が主な要因であります。 

 

さらに、繰出金、積立金、貸付金等その他の経費では、 

４０億８,６６５万３千円の支出となっており、前年度との比較

では、４億８,１５５万６千円、１３.４％の増となっております。 

ふるさと納税に伴う、ふるさと応援基金積立金の大幅な増が主

な要因であります。 

 

以上、歳出についてご説明申し上げましたが、これに対する歳

入についてその概要をご説明いたします。 

 

まず市税においては、総額６７億１,１０１万３千円を収入し、

前年度に比べて６,６５０万１千円、１.０％の増となっておりま

す。 

市民税における個人分で４,０４９万３千円の増、法人分で 

５,１９６万７千円の増となったことが増額の主要因で、固定資

産税では評価替えに伴い、２,６０７万７千円の減となっており

ます。 

 

次に、地方交付税においては、５６億２,５３０万８千円を収
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入しております。 

前年度比較では、９,１８２万８千円、１.７％の増となりまし

た。 

普通交付税で社会福祉費や高齢者福祉費等の個別算定経費の増

加などにより、９,９０８万円の増となったこと等によるもので

す。 

 

地方譲与税や地方消費税交付金など各種交付金では、 

総額１４億３,２７４万６千円を収入しております。 

前年度比較で１１２万７千円、０.１％の減となっており、ほ

ぼ同額で推移しております。 

 

分担金及び負担金においては、２億２,０１９万１千円を収入

しており、前年度比較では、６５７万円、３.１％の増となって

おります。 

主に保育所運営費徴収金の増によるものとなります。 

 

国庫支出金においては、総額５３億６０１万円を収入しており、

前年度比較では２,９７７万８千円、０.６％の増となっておりま

す。 

生活保護費の国庫負担金や臨時福祉給付金交付金は減となった

ものの、一方で障がい福祉サービス費や障がい児通所給付費の国

庫負担金、小野牟田野添線道路改良事業に伴う社会資本整備総合

交付金は増となったことが、増額の主要因となります。 
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県支出金においては、総額１８億２,０２２万８千円を収入し

まして、前年度比較では５,３３９万７千円、３.０％の増となっ

ております。 

県知事県議会議員一般選挙費委託金、および園芸農業等総合対

策事業費補助金、障がい福祉サービス費や障がい児通所給付費等

の社会福祉費負担金の増が主な増加要因となっております。 

 

財産収入においては、５,１２４万４千円を収入しております。 

前年度比較では９,６９２万１千円、６５.４％の減となってお

ります。 

前年度は、植木メカトロタウンの財産売却収入がありましたの

で、これが歳入減の主要因となります。 

 

次に寄附金においては、１５億４,３０３万６千円を収入して

おります。 

前年度比較では１５億８８８万５千円、４,４１８.３％の大幅

な増となっておりますが、ふるさと納税の増が主要因となります。 

 

繰入金においては、３,８９３万３千円を収入しております。 

前年度比較では３,０６７万５千円の減となります。 

前年度は、財政調整基金で５,０００万円の取崩しを行いまし

たが、平成３０年度は取崩しの必要がありませんでしたため、こ

れによる減が主要因となります。 

 

繰越金においては、１億２,９８７万５千円を収入しておりま
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す。 

前年度比較では１億６,５９０万１千円、５６.１％の減となり

ます。 

前年度繰越金の減によるものであります。 

 

次に、市債においては、１８億８,０５１万７千円を収入して

おります。 

前年度比較では１億４,２０４万円、８.２％の増となります。 

小野牟田野添線道路改良事業に伴う道路橋りょう債や、中央公

園整備事業に伴う公園債、小中学校エアコン設置事業等に伴う教

育債の増によるものとなります。 

 

なお、一般会計における地方債残高は、 

２０６億８,２９７万７千円で、前年度に比べて７,４２３万円の

増となります。 

また、水道事業会計を除く各特別会計までの連結における地方

債残高は３３１億９,３４２万３千円となっており、前年度比較

では２億５,５０７万８千円の増となっています。 

公共下水道事業特別会計では、２億５,２３３万円の増となっ

ていることが残高増の主要因となります。 

 

以上、一般会計の決算概要についてご説明いたしました。 

引き続きまして、各特別会計の決算状況をご説明いたします。 
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まず、国民健康保険特別会計については、 

歳入総額 ５９億７,５７４万５,０８６円、 

歳出総額 ６０億１,１４２万４,２８５円で、 

差し引き、３,５６７万９,１９９円の赤字決算となっております。 

前年度決算では１億１０８万２,７４２円の赤字でありました

ので、単年度では、６,５４０万３,５４３円、収支が改善してお

りますが、決算額の中には、県補助金の超過交付により令和元年

度に県へ返還すべき額が１,５６７万７,５４４円含まれておりま

す。 

今後も厳しい財政運営になると見込まれますが、累積赤字を改善

し、国保の財政運営が安定するよう、医療費適正化等に取り組んで

まいります。 

 

次に、同和地区住宅資金貸付事業特別会計については、 

歳入総額 １,９２８万２,８７８円、 

歳出総額 １,８５０万７,８９８円で、 

差し引き、７７万４,９８０円の黒字決算となっております。 

 

次に、介護保険特別会計については、保険事業勘定では、 

歳入総額 ６３億３,３４５万４,３５８円、 

歳出総額 ６２億１,３１２万５３７円で、 

差し引き、１億２,０３３万３,８２１円の黒字決算となりました。 

しかしながら、この中には令和元年度に国等へ返還すべき額、 

３,６０２万９,２１２円を含んでおります。 

介護給付費及び地域支援事業費の介護保険給付費においては、
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前年度との比較で、１.０％の増となっておりますが、事業計画

値との比較では、５.５％の減となっており、計画より低く推移

しております。 

 

次に介護サービス事業勘定では、 

歳入総額 ３,９７２万９,５７８円、 

歳出総額 ３,８８６万７６７円で、 

差し引き、８６万８,８１１円の黒字決算となっております。 

地域包括支援センターにおける介護予防サービス計画費収入に

おいては、前年度との比較で７.１％の増となっておりますが、

この主な要因は、要支援者が増加したことに伴い、介護予防ケア

プランの収入が増加したことによるものです。 

現在の高齢化社会が進む状況下では、介護サービス費の自然増

や改正が繰り返される介護保険制度への対応などは避けては通れ

ませんが、今後も給付の適正化等を推進し、持続可能な制度の運

用を目指し、介護保険特別会計の適正な財政運営に努めてまいり

ます。 

 

次に、後期高齢者医療特別会計については、 

歳入総額 ９億４,５９０万３,６６９円、 

歳出総額 ９億２,２３２万３,８７９円で、 

差し引き、２,３５７万９,７９０円の黒字決算となっております。 
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次に、上頓野産業団地造成事業特別会計については、 

歳入総額 １,７７７万６,４３９円、 

歳出総額 １,７７７万６,４３９円で、 

歳入歳出、同額の決算となっております。 

分譲用地の売却が完了し、造成時に発行した地方債の償還費の

みの歳出となっております。 

 

次に、公共下水道事業特別会計については、 

歳入総額 ２２億２,０９０万３,８４３円、 

歳出総額 ２０億４,２８１万８,９７７円で、 

差し引き残高、１億７,８０８万４,８６６円となっております。 

この残額は、平成３１年４月１日より下水道事業について地方

公営企業法が適用されたことに伴い、同法の規定による特別会計

へ引き継いでおります。 

主な事業内容といたしましては、管渠築造工事等として、 

９億６,０６１万円を、遠賀川中流流域下水道建設負担金として、 

１億２,１０５万円を支出したところです。 

直方市の公共下水道事業は、平成１８年９月に供用開始し、平

成３１年３月末においては、４９３ha、１７,５８４人、市内の 

３１％の人々が利用可能となっております。 

今後とも下水道の普及・促進に努めてまいりたいと考えており

ます。 
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次に、農業集落排水事業特別会計については、 

歳入総額 １億２,１９３万７,３３７円、 

歳出総額 １億８９８万７,０７３円で、 

差し引き残高、１,２９５万２６４円となっております。 

この残額は、平成３１年４月１日より農業集落排水事業につい

て地方公営企業法が適用されたことに伴い、同法の規定による特

別会計へ引き継いでおります。 

 

次に、水道事業会計の決算の概要について、ご説明いたします。 

最初に、経常的な収支であります収益的収支についてご説明い

たしますが、金額は税抜きでございます。 

収入総額 １５億８,１６６万９,７２４円に対し、 

支出総額 １５億７,７６８万９,４３７円で、収益的収入及び

支出の差し引きにおいて、 

３９８万２８７円の純利益を計上しております。 

この純利益は、地方公営企業法の規定により議会の議決に基づ

き、減債積立金及び利益積立金へ積み立てる予定としております。 

次に、投資的な収支であります資本的収支についてご説明いた

します。 

金額は税込みでございます。 

収入総額 ２億９,１９１万１円に対し、 

支出総額 ８億４,６７０万６,１６７円で、 

資本的収入及び支出の差し引きにおいて、 

５億５,４７９万６,１６６円の不足となりました。 

この不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
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額並びに過年度分及び当年度分損益勘定留保資金で補填しており

ます。 

主な事業内容としましては、 新設改良事業費において、配水

管布設及び布設替工事等を施工し、４億４,３５７万８,５４７円

を支出しております。 

今後も安全・安心な水道水を安定的に供給するため、一層の努

力を重ねてまいります。 

 

以上で、平成３０年度決算説明を終わらせていただきますが、

今日の地方財政の運営は、依然として大変厳しい状況のもとにお

かれております。 

今後も事業選択の優先順位を考慮しながら、計画的な財政運

営に努めてまいる所存でございますので、何とぞ議員各位の一層

の御指導と御協力をお願い申し上げます。 

最後となりますが、長期間にわたって、この決算審査に当た

られました監査委員の御労苦に対し、深く感謝を申し上げます。 

なお、細部につきましては、別に参考資料も添付しておりま

すので、慎重にご審議いただき、認定賜りますよう、よろしくお

願いいたします。 


